
はじめに

一般的に契約の交渉が進み，当事者間で契約内
容および条件が確定すれば，「合意」があったと
して契約が成立し，当事者間における権利義務関
係は確定する。しかし，実際には，「合意」がい
つか，契約がいつ成立したかが必ずしも明確でな
いことも多い。特に，当事者が時間をかけ慎重に
交渉の上契約が締結されるような場合には，いわ
ゆる一般的な「申込および承諾」による契約の成
立の考え方をそのまま適用できないこととなる。
一方で，契約の成立や合意がない当事者間では，

原則として何らの債権債務関係は存在せず，たと
えば主要な取引条件が合意できた段階において，
合理的な理由がなく，交渉を中断したり，合意が
不当に破棄された場合などには，なんらかの法的
責任を認めるべきであるなどの考え方が採用され
るようになってきており，このために，従来から，
契約準備（交渉）段階における信義則上の注意義
務が肯定され，最高裁判例を含む多くの裁判例が
存在している。これは，契約交渉過程および契約
締結上の過失問題といわれてきた問題であり，
「契約のプロセス」として認識されるようになっ
ている（1）。最近では，契約準備（交渉）段階にお
ける信義則上の注意義務とか，誠実交渉義務，ま
た契約交渉過程における説明義務・情報開示義務
などのように，具体的な信義則上の義務が認識さ
れ，契約の成立の有無に関係なく，損害賠償責任
が課せられることが多くなってきている。またこ
の損害賠償責任に関しては，契約責任（債務不履
行責任）が認められるか，あるいは不法行為責任

なのかなどの問題も存在している。
以下，最近の最高裁判決例を参考に，契約交渉

過程における信義則上の義務とはなにか，またそ
の損害賠償責任の法的根拠について検討すること
とする。

１．契約交渉過程における信義則

⑴　契約交渉過程とは
企業提携など複雑な取引の場合で，長い交渉過

程を経て契約が締結されるような場合には，当事
者間で主要な契約条件が整った後，最終的に契約
書が用意されて，それに署名あるいは調印するま
で契約は成立していないとするのも妥当でない場
合が多い。

下記のように，契約交渉が開始されてから，主
要条件に関して合意が成立した段階など，契約
（書）の締結に至る過程において，当事者間で契
約が成立したとされる場合もある。

⑵　信義則
契約および契約関係は，当事者の相互信頼とい

う基礎の上に成り立っている。契約の当事者は，
契約の締結にあたっても，またその履行において
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も，常に相互に信頼関係を維持し，その信頼に応
えるような行動をとることが期待されている。こ
れは「信義誠実の原則」といわれている（民法１
条２項）。これは民法の基本原則であり，「信義則」
といわれているが，一般に，社会生活上一定の状
況の下において，相手方の正当な期待に沿うよう
に，一方の行為者が行動すること（行為原則）を
意味するとされている。法的には，法律や契約条
項に規定されている権利義務関係を，具体的な事
情に応じて創造又は調整する機能を果たしてい
る。したがって，何が信義誠実の原則であるかは，
具体的事情に応じて決定しなければならない。
契約および契約関係において信義誠実の原則が

適用されるのは，特に継続的な関係や相互信頼性
を基礎とする場合に強く意識され，契約内容が不
明瞭なとき，契約から生じる権利と義務の範囲が
問題となるとき，あるいは契約の解除などが問題
となるときであり，信義則に基づき，それらが信
義則に適合するように解釈されなければならず，
また信頼関係が破壊されるかどうかにより，判断
されることになる。つまり。民法の規定によれば，
契約を締結した場合に，契約当事者は自らの契約
上の権利（債権）および義務（債務）を，信義に
従い誠実に行わなければならないとされているの
で，どちらかというと契約成立後の問題であった。
しかしながら，両者間で，契約締結が近々期待

されるような段階にあるような場合に，たとえば，
主要な取引条件が合意できた段階における交渉
を，合理的な理由がなく，不当に破棄した場合な
どには，損害賠償責任などなんらかの法的責任を
認めるべきであるとされ，交渉過程における当事
者の義務を明文で規定する条文はないが，判例や
学説において，信義則上の注意義務の問題だとし
て認められている。

⑶　契約交渉（準備）段階の信義則上の義務
上記で説明したとおり，契約の成立が，一連の

プロセスを経て行われることにつき，契約の成立
におけるプロセス（交渉過程）という考え方がな
されるようになってきている。そこでは，契約の
成立という交渉過程において，契約が署名又は調

印される前に，当事者が一定の信義則上の注意義
務を負担し，その信頼を裏切った場合には，その
信頼を裏切ったことにより実際に発生した損害

（信頼利益といわれている。）を賠償する義務を負
うとされている。この信義則上の注意義務は，契
約締結上の過失の問題として認識されてきた問題
であるが，契約締結後に発生する問題だけではな
く，契約成立前においても問題が起きる可能性が
あるため，契約交渉過程における信義則上の注意
義務と呼ばれ，具体的な注意義務として認識され
るようになってきている。

その裁判事例としては，マンションの売却予定
者が，買受希望者の希望によって設計変更をし，
そのために多くの費用を支払ったにもかかわら
ず，最終的には契約が成立にいたるまでに不当に
契約の締結を拒絶したような場合，信義則上の注
意義務を負担すべきであるとされ，注意義務違反
を理由とする一定の費用の損害賠償責任を認めた
最高裁判例（2）（歯科医契約交渉破棄事件）や，契
約交渉段階において，相手方に契約が締結される
ことについて過大な期待を抱かせ，商品の開発，
製造をさせるに至る行為をしたことが，契約準備
段階における信義則上の注意義務に違反するとさ
れた最高裁判例（3）（ゲーム機関発契約事件）があ
る。これらからは，交渉の不当破棄を理由とする
損害賠償義務が認められるのは，基本的には，少
なくとも主要な条件についての合意が成立し，実
質的な契約交渉をほぼ終えた段階にいたった場合
であるといえよう。ただし，後者は，契約締結を
前提とした準備行為等を行うことを要請し，相手
方が具体的な設計変更という作業を行ったにもか
かわらず，その後契約が締結されなかった場合で
あり，交渉の不当破棄とはいえないが，交渉過程
における当事者間の一定の信頼関係が契約締結ま
で維持されなかった問題であるという点で，同じ
と考えてよい。

この注意義務のなかには，契約交渉が一定の段
階に至った当事者は，契約締結前であっても相手
方に不測の損害を与えることのないよう配慮する
義務もあり，これを「信義則上の配慮義務」と説
明した判例もある（4）。
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⑷　誠実交渉義務
契約交渉を開始した当事者間では，契約自由の

原則により，契約が締結されるまでの間は，その
交渉を継続するか，または中止するかは自由であ
るというのが基本原則である。しかし，契約内容
についてほぼ合意に達し，契約の締結に至った段
階（契約締結交渉が締結直前にまで至った段階）
では，信義則が支配し，交渉当事者には，いわゆ
る信義則上の注意義務のほか「誠実に契約の成立
に努めるべき信義則上の義務」（「誠実交渉義務」）
が付加されるとされている。契約を締結する意思
や可能性がないにもかかわらず交渉を継続する場
合や，また契約締結交渉が締結直前にまで至り，
契約締結に対する正当な信頼が相手方に形成され
た場合などに，最終的な契約締結を拒絶する行為
は，原則として「誠実に契約の成立に努めるべき
信義則上の義務」（「誠実交渉義務」）違反となり，
責任を生じさせることとなる。

ちなみに交渉当事者が，単なる接触の段階を超
えて具体的な商談の段階に入り相互間に特別の信
頼関係が生じた後は，信義誠実の原則に支配され，
信義則上要求される注意義務に違反して交渉を打
ち切ったものは不法行為に基づく損害賠償責任を
負うとした最高裁判例（5）（インドネシア林業開発
事件）などがあるが，これも交渉過程の誠実交渉
義務の問題として認識されている。

また，住友信託事件対UFJホールディングス事
件として著名な事件であるが，信託銀行間で業務
提携等を目的として協働事業化に関する契約締結
交渉が行われ，基本合意書を締結した段階で，最
終契約を締結する前に交渉が打ち切られた事件で
は，「各当事者は，……誠実に協議の上，……を
目途に協働事業化の詳細条件を規定する基本契約
書を締結し，……その後実務上可能な限り速やか
に，協働事業化に関する最終契約書を締結する」
という基本合意書の条項につき，裁判所は，この
規定は，本件協働事業化に向けて誠実に協議すべ
き法的義務を相互に負うことを定めたものである
と解される」（6）と判示したが，これも相互に誠実
に協議すべき法的な義務を負担しているものであ
り，このような義務を怠って交渉を打ち切った当

事者は，相手方に対して損害賠償責任を負担しな
ければならないということになる。これは中間的
な契約が締結されたものであるが，誠実交渉義務
があったと考えることができる事例でもある。
なお，正式契約を締結させることが公平の見地

から見て不合理である事情がある等の特段の事情
（正当事由）がある場合には，例外的に責任を生
じさせないとされている（7）。この特段の事情（正
当事由）がある場合とは，⑴相手方に開示義務違
反があり，もし相手方が交渉当初から事実関係を
開示していれば，初期の段階で契約締結を差し控
えたであろうとみられる場合（8），⑵契約締結を妨
げた原因が当事者の責めに帰すべからざる事由に
よる場合（9），⑶相手方の資力に不安が生ずる等契
約が成立しても相手方の債務の履行が困難である
ことが予想され，他方に契約締結を強いることが
不公平と見られる場合などが挙げられている。

いずれにしても，契約締結に向けての交渉に入
った当事者は，誠実に交渉を行うべき信義則上の
義務を負い，これに反し，契約締結に至らなかっ
た場合には，相手方が被った損害を賠償させるの
が公平にかなうということにある。この場合の責
任の有無は，交渉がどの程度まで進んでいたのか，
当事者が交渉中どのような言動に及んでいたのか
など，各事案の諸事情を総合的に考慮して判断す
ることになろう。

⑸　情報提供義務・説明義務
契約当事者間においては，私的自治の原則があ

り，契約を締結するかどうかを決めるために必要
な情報を収集し分析することは，当事者各人が自
己責任において行うべきものとされる。しかし，
当事者間の情報量や専門的知識に大きな違いがあ
るような場合，または契約締結に際して必要な情
報の開示が適切になされれば，契約の締結に至る
ことはなかったような場合，一方の当事者から他
方の当事者に対して，信義則上の情報の提供義務
が課せられることがある。たとえば，不動産売買
などの場合，宅建業法では宅地建物取引業者に重
要事項の説明義務を課しており（宅建業法35条），
売主が住宅公団の場合，分譲価格の適否につき判
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断するための適切な説明がなされなかった事案
で，信義則違反による慰謝料請求を認めた最高裁
判例（10）や，また，契約の締結過程において，信
義則上，必要な情報の提供義務が課せられた事例，
例えば，保険の勧誘などの金融取引の際の説明義
務違反や助言義務などが認められた最高裁判
例（11）や，契約の締結に先立った信義則上の説明
義務に反し，契約の締結に関する判断に影響を及
ぼすべき情報を提供しなかった場合の損害賠償責
任を認められた最近の最高裁判例（12）など，非常
に多くの判決例がある。

２．契約締結上の過失責任と損害賠償責任

⑴　最高裁平成23年４月22日判決（13）

本最高裁判決では，契約の一方当事者が契約締
結に先立ち，信義則上の説明義務に違反して，契
約締結の可否に関する判断に影響を及ぼすべき情
報を相手方に提供しなかった場合，相手方が当該
契約を締結したことにより被った損害について
は，不法行為による賠償責任であって，債務不履
行責任を負わないものとされた。
その理由としては，「契約の一方当事者が，当

該契約の締結に先立ち，信義則上の説明義務に違
反して，当該契約を締結するか否かに関する判断
に影響を及ぼすべき情報を相手方に提供しなかっ
た場合には，上記一方当事者は，相手方が当該契
約を締結したことにより被った損害につき，不法
行為による賠償責任を負うことがあるのは格別，
当該契約上の債務の不履行による賠償責任を負う
ことはないというべきである。なぜなら，上記の
ように，一方当事者が信義則上の説明義務に違反
したために，相手方が本来であれば締結しなかっ
たはずの契約を締結するに至り，損害を被った場
合には，後に締結された契約は，上記説明義務の
違反によって生じた結果と位置付けられるのであ
って，上記説明義務をもって上記契約に基づいて
生じた義務であるということは，それを契約上の
本来的な債務というか付随義務というかにかかわ
らず，一種の背理であるといわざるを得ないから
である」とした。

参考までに，千葉裁判官の以下の補足意見があ
る。
「本件において，上告人が被上告人らに対し出

資契約の締結を勧誘する際に負っているとされた
説明義務に違反した点については，契約成立に先
立つ交渉段階・準備段階のものであって，講学上，
契約締結上の過失の一類型とされるものである。
民法には，契約準備段階における当事者の義務を
規定したものはないが，契約交渉に入った者同士
の間では，誠実に交渉を行い，一定の場合には重
要な情報を相手に提供すべき信義則上の義務を負
い，これに違反した場合には，それにより相手方
が被った損害を賠償すべき義務があると考える
が，この義務は，あくまでも契約交渉に入ったこ
と自体を発生の根拠として捉えるものであり，そ
の後に締結された契約そのものから生ずるもので
はなく，契約上の債務不履行と捉えることはそも
そも理論的に無理があるといわなければならな
い。」……「もっとも，このような契約締結の準
備段階の当事者の信義則上の義務を一つの法領域
として扱い，その発生要件，内容等を明確にした
上で，契約法理に準ずるような法規制を創設する
ことはあり得るところであり，むしろその方が当
事者の予見可能性が高まる等の観点から好ましい
という考えもあろうが，それはあくまでも立法政
策の問題であって，現行法制を前提にした解釈論
の域を超えるものである」。

⑵　不法行為責任か，債務不履行責任か
そもそも契約が成立していなければ契約上の責

任を追及することはできないというのが原則とな
っているが，本件のように契約交渉過程において
は，契約がない状態なので，契約上の責任を追及
することができず，不法行為責任が追及されるこ
ととなるというのが基本的な考え方である（民法
709条）。このように契約締結上の信義則による注
意義務違反や，情報提供義務または説明義務違反
の場合には，当事者間では契約関係になく，また
その後に契約が締結されたとしても，当該契約か
ら生じるものではないので契約上の責任を追及す
ることができないというのが，前掲の最高裁の判
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断である。千葉裁判官の補足意見において，契約
準備段階の当事者の信義則上の義務を一つの法領
域として扱い，契約法理に準ずるような法規制を
創設することはありうる……現行法制を前提にし
た解釈論の域を超えるものである，とされ，契約
交渉段階における当事者間の関係に，一定の権
利・義務が発生する余地もありうるという可能性
を示したという点で今後の法理論の発展に期待が
できる。

その意味で，上記の最高裁の判決は，契約交渉
過程におけるプロセスの中で生じる様々な事情の
変化に焦点をあてたものとして評価したい。

これまでは信義則自体が，「権利の行使および
義務の履行は，信義に従い，誠実に行わなければ
ならない」とされ，当事者間で契約を締結した場
合，契約当事者は，自らの契約上の権利（債権）
と義務（債務）を，信義に従い，誠実に行わなけ
ればならないとした規定であり，そもそも契約の
成立を前提としたものであった。しかし，契約締
結前であっても，当事者間には信義則上の注意義
務があるとした考えであること，また信義則上の
注意義務の問題も，当事者間で契約締結に対する
正当な信頼が形成された場合，つまり一定の信頼
関係が構築された段階では，契約交渉を不当に破
棄したり，契約成立の見込みがないのに，契約交
渉を不当に継続したような場合に，相手方が被っ
た損害の賠償責任を負うものとされていることか
ら，契約交渉の開始当初はともかく，主要な契約
条件が合意されたような一定の段階に至った当事
者間においては，契約を誠実に交渉する義務，契
約に合意する義務など，当事者間ではある意味契
約関係にあるということも考えられる。だとする
と不法行為責任だけでなく，契約上の責任（債務
不履行責任）を追及することもありうるのではな
いだろうか。
ちなみに，不法行為責任を追及する場合には，

相手方（債務者）の故意または過失を立証しなけ
ればならないが，しかし，債務不履行だというこ
とになると，債務者側の過失（帰責事由）の立証
責任（過失がないことの立証）は，債務者側にあ
るとされているように，損害賠償請求のための立

証責任の主体も異なることとなることから，これ
までの事例からも明らかなように契約交渉過程に
おける信義則上の義務が問われる当事者は債務者
側が多いということを考えると，債務不履行責任
を認めるという考え方を採用したほうが，より利
用されやすいのではないかと思われる。

⑶　損害賠償の範囲
以上のような交渉過程における信頼関係を裏切

ったことにより被った損害については，実損害つ
まり「信頼利益」を賠償する義務を負うことになる。

損害の範囲については，一般に信頼利益と履行
利益に区別されているが，上記のとおり，契約が
成立していない段階においては，契約の成立を信
頼して支出した費用等の「信頼利益」の賠償が認
められている。そして信頼利益のうち，相当因果
関係がある損害について賠償が認められることに
なる。

信頼利益の具体的内容としては，契約締結準備
費用，履行準備費用がこれに当たり，転売利益，
値上益，目的物の利用による利益などは「履行利
益」であって「信頼利益」に含まれないとされて
いるが，契約交渉段階であることを考慮すれば，
債務不履行責任とみなしても，実質的には問題は
ないであろう。

３．契約交渉過程の信義則についての債
権法改正内容

現行民法においては，これまで見てきたとおり，
交渉過程における当事者の義務について，明文の
条文は存在しておらず，信義則上の注意義務の問
題として処理されてきたが，交渉当事者が信義則
に反して交渉を破棄したり，契約の見込みがない
のに契約交渉を継続した場合，相手方に対して損
害賠償責任を負うということは，上記で見てきた
とおりである。この問題は，今般の債権法改正の
動きのなかで，本件に関連するものとして，以下
の条文の新設が検討されている。

【3.�1.�1.�09】（交渉を不当に破棄した者の損害賠
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償責任）
⑴　当事者は，契約の交渉を破棄したという
ことのみを理由としては，責任を問われな
い。

⑵　前項の規定にもかかわらず，当事者は，
信義誠実の原則に反して，契約締結の見込
みがないにもかかわらず交渉を継続し，ま
たは，契約の交渉を拒絶したときは，相手
方が契約の成立を信頼したことによって被
った損害を賠償する責任を負う。

上記⑴は，契約が締結されるまでは，一旦開始
された交渉を継続するか，中止するかは，当事者
の自由であり，ここでは交渉の破棄のみを理由と
して損害賠償責任を問われないことを確認した上
で，⑵は，例外的に，契約交渉を不当に継続した
こと，また交渉を不当に破棄したことにより，契
約の成立を信頼した当事者が被った損害の賠償責
任を負うことを明記した例外規定であり，これま
で判例で認められてきた契約交渉過程の信義則上
の注意義務としての誠実交渉義務を盛り込んだも
のとなっている。

【3.�1.�1.�10】（交渉当事者の情報提供義務・説明
義務）

⑴　当事者は，契約の交渉に際して，当該契
約に関する事項であって，契約を締結する
か否かに関し相手方の判断に影響を及ぼす
べきものにつき，契約の性質，各当事者の
地位，当該交渉における行動，交渉過程で
なされた当事者間の取決めの存在およびそ
の内容に照らして，信義誠実の原則に従っ
て情報を提供し，説明をしなければならな
い。

⑵　⑴の義務に違反した者は，相手方がその
契約を締結しなければ被らなかったであろ
う損害を賠償する責任を負う。

契約の交渉過程において，各当事者は，契約を
締結するかどうかを判断するための必要な情報は
自ら収集し，分析すべきであるのが原則であるが，
不動産の取引や複雑な金融商品などのように専門

的な知識が求められる場合などは，各当事者に，
自ら情報を得てそれを理解すべきであることを期
待することはできない。この民法の提案は，この
ような場合は，契約を締結するかどうかを適切に
判断することができるよう，信義誠実の原則に従
い，相手方に対して情報提供義務や説明義務を負
う場合があること，および情報提供義務や説明義
務に違反した交渉当事者は，それによって相手方
が被った損害を賠償しなければならないとした従
来の判例や学説を確認したものである。また，⑴
は，情報提供義務や説明義務に関する過去の判例
を参考にして，情報提供義務や説明義務の有無の
判断に際して考慮されるべき要素を列挙して，考
慮要素を明確化しようとしたものである。

前掲の最高裁判例において千葉裁判官が補足意
見で述べられているように，契約準備段階の当事
者の信義則上の義務を一つの法領域として扱い，
契約法理に準ずるような法規制を創設することも
ありうる，とするならば，この債権法改正のなか
で，この交渉過程における信義則上の義務の問題
を，契約法理として検討することも意味があるの
ではないだろうか。

（出稿：平成24年10月９日）
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